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「職業実践専門課程」第三者評価フォーラム2019
学修成果を意識した教育と質の向上

文部科学省 総合教育政策局
生涯学習推進課 専修学校教育振興室

今日のテーマ
１ 学修者本位の教育への転換

２ 専修学校教育の質保証・向上

３ 教育の無償化と学修成果

2
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今日のテーマ
１ 学修者本位の教育への転換

２ 専修学校教育の質保証・向上

３ 教育の無償化と学修成果

3

２０４０年に向けた高等教育のグランドデザイン（抜粋）
（平成30年11月26日 中央教育審議会答申）

4

１ 学修者本位の教育への転換

実現すべき改革の方向性
●高等教育機関がその多様なミッションに基づき、学修者が
「何を学び、身に付けることができるのか」を明確にし、学修の
成果を学修者が実感できる教育を行っていること。
●このための多様で柔軟な教育研究体制が各高等教育機関
で準備され、こうした教育が行われていることを確認できる質の
保証の在り方へ転換されていること。
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Ⅲ．教育の質の保証と情報公表ー「学び」の質保証の再構築ー
＜具体的な方策＞
全学的な教学マネジメントの確立
○各大学は、自ら設定した「三つの方針」※に基づく教育について、その
成果を評価するための質的水準や具体的な実施方法などを定めた方
針を策定・活用し、自己点検・評価を実施した上で、教育改善・改革
につなげることが重要である。このようなPDCAサイクルは、大学全体、
学位プログラム、個々の授業科目のそれぞれの単位で有効に機能して
いる必要がある。

5

※ 卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）
教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）
入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）

１ 学修者本位の教育への転換

6

＜具体的な方策＞
学修成果の可視化と情報公表の促進
○教学マネジメントの確立に当たっては、学生の学修成果に関する情
報を的確に把握・測定し、教育活動の見直し等に適切に活用する
ことが求められる。また、各大学が地域社会や企業等の外部からの
声や期待を意識し、積極的に説明責任を果たしていくという観点から
も、大学全体の教育成果の可視化や教学に係る取組状況等の大
学教育の質の向上に関する情報の把握・公表が必要である。

１ 学修者本位の教育への転換
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Ⅳ．各高等教育機関の役割等ー多様な機関による多様な教育
の提供ー
１．各学校種における特有の検討課題
（専門学校）
専門学校は、社会・産業ニーズに即応しつつ多様な教育を柔

軟に展開して、実践的な職業教育を実施している。（略）「職
業実践専門課程では、学校関係者評価や情報公表等が要件
として求められており、こうした質保証・向上の取組は、全ての専
門学校でも進められていくことが必要である。

7

１ 学修者本位の教育への転換

（続き）
今後は、地域等での産学連携による職業教育機能の強化や

留学生の積極的な受入れ、リカレント教育にも大きな役割が期
待され、地域に必要な高等教育機関として、教育の質を高めて
いくことが重要である。

8

１ 学修者本位の教育への転換
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9

「これからの専修学校教育の振興のあり方について」（抜粋①）
（平成29年3月 これからの専修学校教育の振興あり方検討会議報告）

（質保証の重要性）
○ （略）専修学校における質保証を考える際には、法令遵守と
併せて、教育内容の質保証に着目することが適切と考えられる。
今日、教育機関で学ぶ意義は、入口ではなく、卒業・修了の
時点までに何を学び、何ができるようになるのか、すなわち、学
修成果（ラーニングアウトカムズ）の評価がより問われるように
なってきた。
このような状況を踏まえ、職業に直結する教育を行ってきた専
修学校は、その実績を今後とも着実に積み重ねていくとともに、
今後、教育の質保証・向上に向けた不断の取組を進めていくこ
とが重要である。

○ （略）職業実践専門課程は、教育の高度化と改革を目指
す専門学校の取組の枠組みとして位置づけていくことが適切であ
り、・・・（略）

10

「これからの専修学校教育の振興のあり方について」（抜粋②）
（平成29年3月 これからの専修学校教育の振興あり方検討会議報告）

１ 学修者本位の教育への転換
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11

「これからの専修学校教育の振興のあり方について」（指摘）
（平成29年3月 これからの専修学校教育の振興あり方検討会議報告）

○ 企業等連携による取組内容の実質化を図っていくために、教
育課程編成委員会について、教育課程の編成結果やその実施
状況を学校関係者評価の対象とするなど、学校自身による教
育の質の点検・評価と改善に関する主体的な取組（内部質保
証）がより有効に機能する方策を検討

○ 学校における内部質保証を前提とした学修成果をより意識し
た、専修学校の特色・強みを生かした、実効性のある第三者
評価システムの検討

１ 学修者本位の教育への転換

12

○ 学修目標、卒業認定の基準
○ 教育課程・授業科目
○ 学修成果の測定方法

１ 学修者本位の教育への転換

学修目標、学習活動、学修成果

学修者が成果を得られるためには、少なくとも次の３つは必要と思
われるが・・・

○ 学修成果が目標に到達しているか、について授業科
目単位であれば比較的捉えやすい。
→ 学科単位、学校単位、養成施設単位、業界単位、
分野単位、専修学校全体ではどうか？

※教育活動の改善につなげるＰＤＣＡサイクルも必要。

8



今日のテーマ
１ 学修者本位の教育への転換

２ 専修学校教育の質保証・向上

３ 教育の無償化と学修成果

13

職業実践専門課程の主な認定要件

○ 修業年限が２年以上

○ 企業等と連携体制を確保して、授業科目等の
教育課程を編成

○ 企業等と連携して、演習・実習等を実施

○ 企業等と連携して、教員に対し、実務に関す
る研修を組織的に実施

○ 企業等と連携して、学校関係者評価と情報公
開を実施

14

企業等との
「組織的連携」

取組の
「見える化」

２ 専修学校教育の質保証・向上

9



キャリア形成促進プログラムの主な認定要件

15

２ 専修学校教育の質保証・向上

○ 修業年限が２年未満（専門課程又は特別の課程）

○ 企業等と連携体制を確保して、授業科目等の
教育課程を編成

○ 対象とする職業に必要な実務に関する知識、技術

及び技能を修得できる教育課程

○ 社会人が受講しやすい工夫の整備

○ 試験等による受講者の成績評価を実施

○ 企業等と連携する授業等が総時間数の５割以上

キャリア形成促進プログラムの主な認定要件

16

企業等との
「組織的連携」

取組の
「見える化」

２ 専修学校教育の質保証・向上

(続き）

○ 企業等と連携して、教員に対し、実務に関する

研修を組織的に実施

○ 企業等と連携して、学校関係者評価と情報公開

を実施

学修成果の
可視化

10
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17

認定学校数は全専門学校の約3４％、認定学科数は
２年制以上の専門課程の約39％まで拡大。（平成３
０年２月時点）

２ 専修学校教育の質保証・向上
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30年度 2019年度

キャリア形成促進プログラム

認定校数（校） 認定学科数（学科）

18

初年度は、認定学校数10校、認定学科数12学科
で、全て１年制専門課程。（平成３1年1月現在）

特別の課程（履修証明プログラム）について、
下限時間が120時間以上から60時間以上に
引き下げられる予定。（平成31年4月）

２ 専修学校教育の質保証・向上

認定制度の一層の活用が期待。

11



A：公的職業資格（業務独占資格・名称独占資格・必置資格等）の養
成課程（短期）※介護職員初任者研修、生活援助従事者研修、特定行為研修
等を含む（時間数の下限なし）
【例：大型免許、二種免許、各種重機運転免許】
それ以外の公的職業資格（業務独占資格・名称独占資格・必置資
格）の試験合格目標講座（50時間以上）
【例：技術士、技能検定、危険物取扱者】

B：IT資格取得目標講座（ITSSL2以上）（50時間以上）
【例：ｼｽｺCCNA、ｵﾗｸﾙGold】

C：ITLSに基づく新たなITパスポート試験合格目標講座（30時間以上）

D：文部科学大臣が認定する大学等の短時間のプログラム（60時間以上
120時間未満）
【例：ﾄﾞﾛｰﾝ、理学療法士ﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟ、ｼｮｰﾄMBA】
✓専修学校におけるキャリア形成促進プログラム
✓大学等における職業実践力育成プログラム

特定一般教育訓練給付の対象となる講座の考え方

就職・在職率要件なし
受験率50%・合格率全
国平均の80%以上等に
よりパフォーマンスを

評価
これ以外に課程類型に応じた基準を追加（類型
③⑦:定員充足率60％以上等）

① 公的職業資格又は修
士若しくは博士の学
位等の取得を訓練目
標とするもの

② ①に準じ、訓練目標
が明確であり、訓練
効果の客観的な測定
が可能なもの（民間
職業資格の取得を訓
練目標とするもの
等）

※入門的･基礎的水準の
ものを除く

基本
ｺﾝｾﾌﾟﾄ

一般教育訓練（現行） 特定一般教育訓練（拡充） 専門実践教育訓練

①公的職業資格（業務独占資格・名称独占資格）
の養成課程（原則１年以上３年以内）

②専門学校における職業実践専門課程等（キャリ
ア形成促進プログラムを含む）（120時時間以上）

③専門職大学院（原則２年以内、資格取得につながる
ものは、３年以内で取得に必要な最短期間）

④大学等における職業実践力育成プログラム
（120時間以上）

⑤高度IT資格取得目標講座（ITSSL3以上、原則
120時間以上）

⑥第4次産業革命ｽｷﾙ習得講座（ITSSL4、30時間以
上）

⑦専門職大学等（専門職大学・学科：４年以内、専門職短期
大学・学科：３年以内）

受験率80%以上・合格率全国平均以上、就職・在職率80%以上によりパフォーマンスを厳格に評価
（※特定一般教育訓練の類型Cについて、平成31年4月からの試験実施状況等を同年夏頃検証予定）
また、訓練前キャリコンによる、受講の意思や就職実現・キャリアアップの可能性の確認を、要件化

第11回労働政策審議会人材開発分科会（平成30年
10月18日）資料１－２に基づき事務局にて編集

「人づくり革命基本構想（平成30年6月閣議決定）」等において「ITスキルなどキャリアアップ効果の高い講座を対象に、(一般教育訓練給付の）給付率を2割
から4割に倍増する」とされたことを踏まえ、このコンセプトや具体の対象課程類型、講座ごとの基準等について、労働政策審議会人材開発分科会において集
中的に審議を進め（平成30年8月第9回～同年10月第11回）、概ねコンセンサスが得られた指定基準及びその考え方を前提に、同雇用保険部会において、給付
制度（特定一般教育訓練給付）の具体の設計に関わる審議が行われたもの。これら審議の経緯を踏まえ、対象講座の考え方を改めて整理すると以下のとおり。

給付率
等

雇用の安定･就職の
促進に資する教育訓
練

中長期的なキャリア形成に資する専門的か
つ実践的な教育訓練

「ITスキルなどキャリアアップ効果の高い講座」＝速やかな再就「ITスキルなどキャリアアップ効果の高い講座」＝速やかな再就
職及び早期のキャリア形成に資する教育訓練（即効性のあるキャリア
形成ができ、社会的ニーズが高く、かつ、特に就職実現・キャリアアップとの
結びつきの強さを客観的に評価できる教育訓練）

2割
（上限年間10万円）

5割／資格取得･就職等した場合＋2割（上
限年間56万円）

対象課
程類型

講座ご
との
基準

4割
（上限年間20万円）

これ以外に課程類型に応じた基準を追加（類型D:キャリアアップ効果に係
る情報公開、習得を目指す実践的職業能力の対象職業等の明確化）

２ 専修学校教育の質保証・向上 【厚生労働省第12回労働政策審議会人材開発分科会（平成31年1月14日）資料】
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H31.4～

2019.10～

教育課程編成委員会の討議結果を検討・遂行する専任の体制や、教育課程に関する学校
関係者評価の結果を審議事項とすることも重要。

※文部科学省平成29年度委託事業「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より

図表 教育課程編成委員会の実施体制

61.0

68.7

83.9

80.5

91.0

56.8

84.5

63.7

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教育課程編成委員会の討議前に教育課程編成について検討する組織体を学科として有している

教育課程編成委員会の討議結果を検討、遂行する組織体を学科として有している

個別の授業科目の内容や方法の改善及び工夫等に関する討議を実施している

授業科目の変更・新設に関する討議を実施している

学科のカリキュラム編成に関する討議を実施している

学科の改編に関する討議を実施している

当該学科が育成する人材像についての討議を実施している

教育課程編成に関する学校関係者評価の結果を審議事項としている

上記のいずれにもあてはまらない

[N=2026]

教育課程編成 委員会運営の改善例①
２ 専修学校教育の質保証・向上
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教育課程編成委員会における検討結果をどのように反映したかや、その成果を含め
て学校関係者評価委員会で審議し、検証することも重要。

※文部科学省平成29年度委託事業「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より

56.3

89.2

80.0

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

反映状況や成果について、学校関係者評価委員会で審議している

反映状況や成果について、教育課程編成委員会で確認している

反映状況や成果について、学内の組織体で確認している

上記のいずれにも当てはまらない

[N=2026]

図表 教育課程編成委員会の検討内容のカリキュラムへの反映状況やその成果

教育課程編成 委員会運営の改善例②
２ 専修学校教育の質保証・向上
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学校評価 学校関係者評価の改善例①

学校関係者評価の充実を図るため、委員会等の開始前の資料の事前送付、教育課程
編成委員会との連携が重要。

※文部科学省平成29年度委託事業「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より

図表 学校関係者評価の実施体制

87.0

69.0

59.7

60.5

58.1

50.3

37.8

26.5

15.8

15.4

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自己評価結果に基づき検討している

教育課程編成委員会と連携して実施している

学校関係者評価委員会の討議結果を検討、遂行する組織体を有している

会議体を学則以外の諸規定に位置づけている

委員会等の開催前に、あらかじめ委員に説明している

委員会等の開催前に、あらかじめ委員に資料を送付している

委員に、委員会での発言以外の方法（評価票の記載等）で意見や評価を求めている

学校及び法人所属以外の者が委員長（司会）を務めている

会議体を学則に位置づけている

学校及び法人所属以外の者が報告書を記載している

上記のいずれも当てはまらない

[N=1973]

２ 専修学校教育の質保証・向上

22
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教育方法・教育評価、学習成果等のほか、教育課程編成委員会での審議状況等も含
めて議論することも重要。

※文部科学省平成29年度委託事業「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より

図表 学校関係者評価で議論時間が多かったもの

56.8
51.2

47.3
42.5

37.1
37.1

32.5
29.4
28.4
27.9

25.3
11.9

9.5
9.0
8.2

5.1
0.3

0% 20% 40% 60%

教育方法・教育評価

学習成果

教育課程編成・教育到達レベル

生徒支援（進路支援、経済支援、生徒相談体制等）

教育環境（施設・設備、学外との連携体制等）

教育理念・目的・人材育成像

重点目標

地域貢献・社会貢献

生徒の受入れ募集

学校運営（運営方針・事業計画・組織・情報公開等）

資格取得支援

教育課程編成委員会での審議状況

教職員の確保・育成

国際交流

法令等の遵守

財務

上記のいずれも議論していない

[N=1972]

学校評価 学校関係者評価の改善例②
２ 専修学校教育の質保証・向上

23

職業実践専門課程の認定有無別でみた
学校評価の実施状況

100.0

77.7

100.0

36.4

32.5

9.9

11.6

28.6

21.4

28.0

10.7

34.9

46.1

62.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定学科[N=1767]

非認定学科[N=664]

認定学科[N=1756]

非認定学科[N=664]

認定学科[N=1804]

非認定学科[N=664]

実施している 実施していないが、実施の予定がある 実施しておらず、実施の予定もない

自己評価

学校関係者評価

第三者評価

認定の有無で、学校評価の取組に対する意識に大
きな差がある。

※文部科学省平成29年度委託事業「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より

24

２ 専修学校教育の質保証・向上
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職業実践専門課程の認定有無別でみた
三つの方針の策定状況

策定済と策定中の区分はないものの、いずれも認
定学科では意識されている傾向にある。

※文部科学省平成29年度委託事業「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より

25

２ 専修学校教育の質保証・向上

92.5

79.5

88.5

68.1

84.4

72.4

3.9

10.0

8.5

16.8

8.7

14.8

2.2

6.7
1.4

9.3

3.7

7.5

1.4

3.8

1.6

5.8

3.2

5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定学科[N=2026]

非認定学科[N=689]

認定学科[N=2026]

非認定学科[N=689]

認定学科[N=2026]

非認定学科[N=689]

策定した／策定中である 策定していないが、今後策定の予定である
策定しておらず、今後も策定の予定はない 策定するかどうか、現在検討している

卒業認定の方針

教育課程編成・実施
の方針

入学者受入れの方針

情報公開学校評価
情報公開
【学校の教育活動その他の学校運営の状況に
関する情報の積極提供】

自己評価
【各学校の教職員が自らの学校の状況について行う評価】

学校関係者評価
【学校が選任する学校関係者により自己評価結果等を評価】

《実施》

６６．７％
→８１．７％

《公表》

２２．２％
→５９．３％

《実施》

２４．９％
→５１．０％

《公表》

８．１％
→４２．２％

《実施》

１９．７％
→６６．０％

学校評価・情報公開の状況

（H25→H29調査結果）
上段 下段

※ 平成２５年５月１日、平成２９年５月１日現在の数値
※ 出典：私立高等学校等実態調査

法令上の義務

職業実践専門課程
の認定要件

26

２ 専修学校教育の質保証・向上
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専門学校が提供する情報について、「情報量」や「情報の種類」に対する評価は高いものの、
「情報の信頼性」への評価が相対的に低い。

19.3

14.5

8.9

69.9

71.7

69.7

10.3

12.9

19.9

0.5

0.8

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分な情報量がある

知りたい種類の情報がある

提供される情報は信頼できる

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない

[N=1,762]

図表 情報への評価（高校調査）

図表 専門学校が提供する情報が不十分と考える理由（高校調査）
種類 代表的意見（要約）

基本的な情報がない
• 募集定員の充足率、正規教員数、経営状況、財務状況についての情報がない。
• 学費免除や奨学金などの情報が掲載されているが、その対象者数や希望者数が記載されていない。
• 教員の情報がほとんど掲載されていない。
• 最新の情報に更新されていないものが多い。

情報に統一性がない
• 学校ごとに掲載している情報が異なっており、共通した記載事項が無いので理解しにくい。
• 学校によって情報量、情報の種類にバラつきがあり、比較しにくい。
• 就職実績や資格取得実績、国家試験合格実績などが、学校によって集計方法が異なっている。

データの根拠が不明確 • 資格合格率１００％があまりにも多い。資格取得率や就職率の母数が入学生なのか卒業生なのか明記されていない。
• 割合だけが掲載され、在校生数や受験者数、合格者数の実数が示されていない。
• 年度の表示がなく、前年度の実績なのか、過去数年分の実績なのかがわからない。

教育内容等に関する情報
がない

• 日常の授業の様子や生徒の指導実態・対応が見えてこない。
• 授業についていけないなど課題のある生徒をどのように支援しているか、入学後の指導の様子が不明。
• 掲載されている情報と、卒業生から聞いた実際の授業内容等に差がある。

※文部科学省平成28年度委託事業
「『職業実践専門課程』の実態等に関する調査研究」より

２ 専修学校教育の質保証・向上

27

専門学校における情報提供等の取組

学校教育法の規定
第４３条 小学校は、当該小学校に関する保護者及び地域住民その他の関係者の理解を深める
とともに、これらの者との連携及び協力の推進に資するため、当該小学校の教育活動その他の
学校運営の状況に関する情報を積極的に提供するものとする。（第133条で専修学校に準用）

「ガイドライン」（提供する情報の項目例として以下を例示）
① 学校の概要、目標及び計画（教育・人材養成目標や指導計画、経営方針、校長名、所在地、沿革 その
他諸活動（防災・保健）等）

② 各学科（コース）等の教育（入学受入れ方針、入学者数・収容定員、在学生数、カリキュラム、成績評
価基準、卒業・修了の認定基準、資格取得・検定試験合格等の実績、卒業者数、卒業後の進路 等）

③ 教職員（教職員数（職名別）、教職員組織、教職員の研修・研究活動等、教員専門性（職務上の実
績））

④ キャリア教育・実践的職業教育（キャリア教育や実習・実技の取組状況、就職支援等への取組支援）

⑤ 様々な教育活動・教育環境（学校行事、部活動等の課外活動）

⑥ 学生の生活支援（学生支援への取組状況、生活上の諸問題の状況及びその対処・指導の状況、留学生・
障害者等への学生支援）

⑦ 学生納付金・就学支援（学生納付金、経済的支援措置の内容等）

⑧ 学校の財務（事業報告書、貸借対照表、収支決算書、監査報告書）

⑨ 学校評価（自己評価・学校関係者評価の結果、改善方策）

⑩ 国際連携の状況（※）（留学生の受入れ・派遣状況、外国の学校等との交流状況）

⑪ その他（※）（学則、学校運営の状況に関するその他の情報）

（※）は任意

◆ 広く一般社会に向けて提供すべき情報については、各学校のホームページに掲載するなど、誰もが比較
的容易にアクセスすることが可能な方法により公表を行うことが求められる。 28

２ 専修学校教育の質保証・向上
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項目/年度 25 26 27 28 29

『職業実践専門課程等の質保証・向上の推進』事業における先進的取組の変遷【26年度～29年度】

職業実践
専門課程
等の充実
に向けた
取組の推
進

○学校評価ガイドラ
インの策定(H25.3)

○職業実践専門課
程の制度化（H25.8
告示）

○これからの専修
学校教育の振興の
あり方について（報
告）（H29.3）

基準や審査等の
枠組みの策定
＜８分野＞

基準や審査等
の試案の作成
＜１１分野＞

基準や審査等の
試案の実証
＜１１分野＞

各分野における
評価の実施に
向けた仕組の
構築等の実証
＜５分野＞

基準や審査等の
試案の作成

分野横断的な評
価の実施に向け
た試案の実証

分野の特徴を踏まえた第三者評価の基準及び審査体制等についての検証

分野横断的な第三者評価の
仕組の検証

29

２ 専修学校教育の質保証・向上

職業実践専門課程等の充実に向けた取組の推進【30年度】

№ 事 業 名 実 施 機 関

1
分野別学修成果可視化と国際分野間横断体系化による職業実
践専門課程の質保証・向上

国立大学法人九州大学

2 学修成果測定に向けた職業コンピテンシー体系の研究
一般社団法人専門職高等教
育質保証機構

3
職業実践専門課程における実効性のある第三者評価システムの
実用化に向けた調査研究

特定非営利活動法人私立専
門学校等評価研究機構

4 職業実践専門課程に相応しいポートレートシステムの要件定義
一般社団法人専門職高等教
育質保証機構

○職業実践専門課程による先進的取組の推進

○質保証・向上のための実態調査

№ 事 業 名 実 施 機 関

5 職業実践専門課程の質保証・向上のための実態調査 株式会社三菱総合研究所

30

２ 専修学校教育の質保証・向上
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本日のテーマ
１ 学修者本位の教育への転換

２ 専修学校教育の質保証・向上

３ 教育の無償化と学修成果

31

・平成29年12月８日「新しい経済政策パッケージ」（閣議決定）

・平成30年６月14日 高等教育の負担軽減の具体的方策について
（「高等教育段階の負担軽減方策に関する専門家会議」報告）

・平成30年６月15日「経済財政運営と改革の基本方針2018」（閣議決定）

・平成30年９月～10月 JASSO説明会における制度概要や機関要件のポイント等の説明
（全国9ブロック）

・平成30年11月6日 高等教育段階の負担軽減方策の検討状況について（事務連絡）
（機関要件への対応のポイント及びＦＡＱの公表等）

・平成30年12月28日 無償化制度の具体化に向けた方針（関係閣僚合意）

・平成31年1月11日 高等教育無償化の制度の具体化に向けた方針について（通知）
（高等学校向け、高等教育機関向け）

１．これまでの主な経緯

32

３ 教育の無償化と学修成果
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制度の概要

【支援対象となる学校種】大学・短期大学・高等専門学校・専門学校

【支援内容】①授業料等減免制度の創設
②給付型奨学金の支給の拡充

【支援対象となる学生】住民税非課税世帯 及び それに準ずる世帯の学生

【実施時期】2020年4月
（2020年度の在学生（既に入学している学生も含む。）から対象）

【財源】少子化に対処するための施策として、消費税率引上げによる財源を活用。
国負担分は社会保障関係費として内閣府に予算計上し、文部科学省において執行。

２．高等教育無償化の制度の具体化に向けた方針（総論）

高等教育の無償化の趣旨

低所得者世帯の者であっても、社会で自立し、活躍することができる人材を育成す

る大学等に修学することができるよう、その経済的負担を軽減することにより、我が

国における急速な少子化の進展への対処に寄与するため、真に支援が必要な低所得者

世帯の者に対して、①授業料及び入学金の減免と②給付型奨学金の支給を合わせて措

置する。

33

※平成30年12月28日関係閣僚合意

３ 教育の無償化と学修成果

○ 給付型奨学金は、日本学生支援機構が各学生に支給。

（給付型奨学金の給付額（年額）（住民税非課税世帯））
※自宅生 平均45万円 自宅外生 平均88万

円

※高等専門学校の学生については、学生生活費の実態に応じて、大学生の５
割～７割の程度の額を措置する。

＜給付額の考え方＞
学生が学業に専念するため、学生生活を送るのに必要な学
生生活費を賄えるよう措置。
※閣議決定に即して措置。あわせて、大学等の受験料を措置。

○ 授業料等減免は、各大学等が、以下の上限額まで授業料
等の減免を実施。減免に要する費用を公費から支出。

（授業料等減免の上限額（年額）（住民税非課税世帯））

＜上限額の考え方＞
（国公立）
入学金・授業料ともに、省令で規定されている国立の学校種
ごとの標準額までを減免。
（私立）
入学金については、私立の入学金の平均額までを減免。
授業料については、国立大学の標準額に、各学校種の私立
学校の平均授業料を踏まえた額と国立大学の標準額との差額
の２分の１を加算した額までを減免。

３．授業料等減免・給付型奨学金の概要

授業料等減免
2／3

1／3

２／3

1／3

約270万円
〔非課税〕

約300万円 約380万円年収目安

（年収は、両親・本人・中学生の家族４人世帯の場合の目安であるが、実際には
多様な形態の家族があり、基準を満たす世帯年収は家族構成により異なる。）

給付型奨学金

国公立 私立

入学金 授業料 入学金 授業料

大学 約28万円 約54万円 約26万円 約70万円

短期大学 約17万円 約39万円 約25万円 約62万円

高等専門学校 約８万円 約23万円 約13万円 約70万円

専門学校 約７万円 約17万円 約16万円 約59万円

※住民税非課税世帯に準ずる世帯の学生
に対しては、住民税非課税世帯の学生の
３分の２又は３分の１の支援を行い、支
援額の段差を滑らかにする。

国公立
大学・短期大学・専門学校

自宅生 約35万円
自宅外生 約80万円

私立
大学・短期大学・専門学校

自宅生 約46万円
自宅外生 約91万円
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４．高等教育無償化の制度の具体化に向けた方針（支援対象者の要件（個人要件）等）

【学業・人物に係る要件】
○ 支援措置の目的は、支援を受けた学生が大学等でしっかり学んだ上で、社会で自立し、活躍できるようになること。
進学前の明確な進路意識と強い学びの意欲や進学後の十分な学習状況をしっかりと見極めた上で学生に対して支援を行う。

○ 高等学校在学時の成績だけで否定的な判断をせず、高校等が、レポートの提出や面談等により本人の学習意欲や進学目
的等を確認。

○ 大学等への進学後は、その学習状況について厳しい要件を課し、これに満たない場合には支援を打ち切ることとする。

【その他】
○ 現在の給付型奨学金の取扱いと同様に、以下を要件とする。
・日本国籍、法定特別永住者、永住者又は永住の意思が認められる定住者であること。
・高等学校等を卒業してから２年の間までに大学等に入学を認められ、進学した者であって、過去において高等教育の無償化
のための支援措置を受けたことがないこと。

・保有する資産が一定の水準を超えていないこと（申告による。）。

○ 在学中の学生については、直近の住民税課税標準額や学業等の状況により、支援対象者の要件を満たすかどうかを判定
し、支援措置の対象とする。また、予期できない事由により家計が急変し、急変後の所得が課税標準額に反映される前に緊
急に支援の必要がある場合には、急変後の所得の見込みにより、支援対象の要件を満たすと判断される場合、速やかに支援
を開始する。

○次のいずれかの場合には、直ちに支援を打ち切る。なお、その
態様が著しく不良であり、懲戒による退学処分など相応の理
由がある場合には支援した額を徴収することができる。
ⅰ 退学・停学の処分を受けた場合
ⅱ 修業年限で卒業できないことが確定した場合
ⅲ 修得単位数が標準の５割以下の場合
ⅳ 出席率が５割以下など学習意欲が著しく低いと大学等
が判断した場合

○次のいずれかの場合には、大学等が 「警告」を行い、それを連続で
受けた場合には支援を打ち切る。
ⅰ 修得単位数が標準の６割以下の場合
ⅱ ＧＰＡ（平均成績）等が下位４分の１の場合
（斟酌すべきやむを得ない事情がある場合の特例措置を検討
中）

ⅲ 出席率が８割以下など学習意欲が低いと大学等が判断した
場合
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○ 大学等での勉学が職業に結びつくことにより格差の固定化を防ぎ、支援を受けた学生が大学等でしっかり
と学んだ上で、社会で自立し、活躍できるようになるという、今回の支援措置の目的を踏まえ、対象を学問
追究と実践的教育のバランスが取れている大学等とするため、大学等に一定の要件を求める。

１．実務経験のある教員による授業科目が標準単位数（４年制大学の場合、１２４単位）の１割
以上、配置されていること。
※ 例えば、オムニバス形式で多様な企業等から講師を招いて指導を行っている、学外でのインターンシップや実習等を授業として位置付け
ているなど主として実践的教育から構成される授業科目を含む。

※ 学問分野の特性等により満たすことができない学部等については、大学等が、やむを得ない理由や、実践的教育の充実に向けた取組
を説明・公表することが必要。

２．法人の「理事」に産業界等の外部人材を複数任命していること。
３．授業計画（シラバス）の作成、GPAなどの成績評価の客観的指標の設定、卒業の認定に関する方
針の策定などにより、厳格かつ適正な成績管理を実施・公表していること。

４．法令に則り、貸借対照表、損益計算書その他の財務諸表等の情報や、定員充足状況や進学・就
職の状況など教育活動に係る情報を開示していること。

〔経営に課題のある法人の設置する大学等の取扱い〕

★ 教育の質が確保されておらず、大幅な定員割れとなり、経営に問題がある大学等について、高等教育の
負担軽減により、実質的に救済がなされることがないよう、文部科学省の「学校法人運営調査における経
営指導の充実について」（平成３０年７月３０日付３０文科高第３１８号高等教育局長通知）における
「経営指導強化指標」を踏まえ、次のいずれにもあたる場合は対象としないものとする。
・法人の貸借対照表の「運用資産－外部負債」が直近の決算でマイナス
・法人の事業活動収支計算書の「経常収支差額」が直近３カ年の決算で連続マイナス
・直近３カ年において連続して、在籍する学生数が各校の収容定員の８割を割っている場合
なお、専門学校に適用する際の指標は、大学の指標を参考にしつつ設定する。

５．高等教育無償化の制度の具体化に向けた方針（大学等の要件（機関要件））

36

３ 教育の無償化と学修成果

20



（費用負担の基本的な考え方）

①給付型奨学金の支給（学生個人への支給）

・国が全額を負担し、(独)日本学生支援機構が学生に直接支給。
②授業料等減免（大学等が実施する減免に対する機関補助）

・国公立大学等は、設置者が全額負担し、各学校に交付。
・私立大学・短大・高専は、所轄庁である国が全額負担し、各学校に交付。
・私立専門学校は、国と都道府県が１／２ずつ負担し、所轄庁である都道府県が各学校に交付。

（事務費等）
国において、無償化制度の円滑な導入・定着を図るため、授業料等減免に係る費用の交付事務や機関要件

の確認事務に係る全国統一的な事務処理に関する具体的な指針を早期に策定し、地方に提示するとともに、
私立専門学校に係る標準的な事務処理体制を整理し、その体制構築に要する費用を全額国費により制度開始
の2020年度までの２年間措置。

（地方財政計画及び地方交付税の対応）
今般の無償化に係る地方負担については、地方財政計画の歳出に全額計上し、一般財源総額を増額確保し

た上で、個別団体の地方交付税の算定に当たっても、地方負担の全額を基準財政需要額に算入するとともに、
地方消費税の増収分の全額を基準財政収入額に算入する。

６．財源

設置者の区分・学校の種類 授業料等減免に係る費用の負担者・割合 機関要件の確認者

国立 大学･短大･高専･専門学校 国（設置者） 全額 国（設置者）

私立 大学･短大･高専 国（所轄庁） 全額 国（所轄庁）

公立 大学･短大･高専･専門学校 都道府県・市町村（設置者） 全額
都道府県・市町村
（設置者）

私立 専門学校 国及び都道府県（所轄庁） 国1/2､都道府県1/2 都道府県（所轄庁）
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事項 2019年度 2020年度～

給付型奨学金

・生徒が高校を通じて、日
本学生支援機構
（JASSO）に申込

授業料等減免

・進学後、学生が
大学等に申請

機関要件の確認

・大学等が機関要件の確
認を申請

【進学前の予約採用手続】
①採用申込
・経済状況：生徒本人から
JASSOにマイナンバー等を提出
・学業：高校等が生徒の進学意
欲等を確認、JASSOに報告

②JASSOによる要件の確認
③採用候補者の決定

【大学等での手続】
①減免申込
②大学等による要件の
確認（JASSOと連携）
③授業料等の減免

支給開始
（進学後）

【機関要件の
確認手続】

①確認申請
②機関要件の
確認

対
象
大
学
等
の
公
表

＜既に大学等に在
学している学生＞

・経済状況：学生
本人からJASSO
にマイナンバー
等を提出
・学業：大学等が
学生の学習状況
を確認、JASSO
に報告
※年度内に手続を
実施するのは初
年度のみ

７．今後のスケジュール

○今回の支援措置の実施のため、2019年の次期通常国会に、授業料等減免制度の創設、給付型
奨学金の拡充などを内容とする法律案を提出予定。

○法案成立後、速やかに関係する政省令等を整備し、2020年４月からの支援措置実施に向けて
下記のような様々な準備行為を行う。

38

３ 教育の無償化と学修成果

21



３ 教育の無償化と学修成果

まとめ

39

○ 高等教育の負担軽減では、支援対象者の要件（個人
要件）で一定の学修成果が必要

○ 学校の要件（機関要件）において、授業計画や成績評
価の客観的基準、卒業の認定に関する方針等の作成・公
表が必要

○ このことだけをもっても、学修成果を意識した体系的な教
育課程と学修成果の測定が客観性をもって行われ、対
外的に説明できることが求められる。

３ 教育の無償化と学修成果

今後に向けて

40

○ 職業実践専門課程の枠組みなどによる取組の促進
○ 人材ニーズを踏まえた学修目標と学修成果 など

○ 教学マネジメントの確立と情報公表がコアではないか？

○ 確立したサイクルをどのような枠組みを用いて教育の質の向
上を図っていくか？
大臣認定制度、学校評価、第三者評価・・・

○ 専門学校として、各学校の無償化要件等への対応は必須
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職業実践専門課程における
第三者評価の実用化

平成31年2月18日（大阪）19日（東京）

特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構
第三者評価フォーラム
理事 関口正雄

平成３０年度文部科学省受託事業実施概要
①職業実践専門課程の第三者評価の実用化に向け、モデル第三者評価を継続実施

「職業実践専門課程第三者評価マニュアル」をベースに職業実践専門課程の第三
者評価の実用化に向け、分野ごとに目標を設定の上、モデル第三者評価実施・検
証等を行う。モデル評価の実施方法は、昨年度と同様、教育活動、学校運営に関
する評価区分を分担する方式で、柔道整復師分野に加え、介護福祉士分野、動物
看護師分野に拡大し、計3分野で実施する。

②鍼灸師等の養成分野の特性を踏まえた第三者評価のしくみ構築

平成28年度に策定した分野横断的な第三者評価の仕組みを用いた平成29年度実
施のモデル第三者評価結果を検証し、分野特性を踏まえた学修成果等の観点から
同分野における評価基準、評価者養成等第三者評価のしくみを確立させ、次年度
のモデル評価の準備を行う。
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職業実践専門課程の第三者評価の実用化に向けたモデル評価

第三者評価仕組み
構築委員会

私立専門学校等評価研究機構 専門分野関係3団体

モデル評価委託・実施 柔道整復師分野
米田柔整専門学校
第三者評価受審の検証

動物看護師分野
専門学校未来ビジネ
スカレッジ

現状説明を補完する
ヒアリング調査

介護福祉士分野
関東福祉専門学校
自己評価書を
チェック様式化

財務評価
部会

学校運営
に関する
評価部会

成 果 報 告

実効性のある
第三者評価シ
ステムの提案

連絡調整会議設置

モデル評価結果の共有
評価者育成プログラム策定
実効性のあるシステム検討
合同成果報告会開催

学校運営・財務評価支援

指導・助言

自己評価報告書における現状説明のあり方
チェック方式の場合、記述式の場合

30年度実施上の課題

柔道整復師養成分野における
第三者評価受審校の改善状況の検証

【アンケート調査を実施】 （対象：平成27年度から３０年度モデル評価受審校７校）

• 改善プロセス・期間 数年度単位での経過観察の必要性とPDCAサイクル確立

第三者評価報告書の受領⇒内容確認⇒課題の整理⇒改善策の検討⇒改善

• 主な改善項目（２４０項目） 教育活動の基盤である学校運営の項目も多い

教育活動53⇒規程整備・財務38⇒学生支援27⇒卒業生支援20⇒⇒事業計画18

• 改善経過 学内において着実に改善中

実施済み25 実施中122 検討中56 検討予定37

【受審校の感想・第三者評価の効果】

評価結果を踏まえ内部統制のあり方見直し、規程等を整備

課題設定と進捗管理によりPDCAサイクルの確立、自律した改善への取組の実現

第三者評価結果による課題、潜在的な課題の明確化

学校が実施していることや考えを文字化することにより、曖昧さなどの気づく

教職員による課題の共有化

評価結果の公表により学校の特徴をアピール
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分野共通項目と分野独自項目の関係パターン

追加チェック項目

追加評価の観点

チェック項目

エビデンス等

評価の観点

小項目

中項目

エビデンス等

チェック項目

評価の観点

小項目

中項目

鍼灸師等養成分野評価基準の策定プロセス【イメージ図】

大項目

鍼灸師等養成分野評価基準の構成分野横断的な評価基準の構成

大項目 大項目

分野として必要な留意点の検討
必要な観点・チェック項目の追加

新たに求められる留意点の検討
必要な観点・チェック項目の追加
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職業実践専門課程第三者評価の現在地
①学校関係者評価の主体性

• 学校関係者評価は有効か？

→評価の主体は、学校？評価委員会？
→委員長は委員から、学校側はオブザーバー
→委員長はリーダーシップを発揮できるか？どんな動機で？
→自己点検・評価結果を受けたPDCAを実際にどこまでチェック
できるのか？

→委員会報告書、議事録の責任は？
→そもそも、評価基準項目、委員の資質要件、委員の評価は？

職業実践専門課程第三者評価の現在地
②高等教育無償化対象校認定要件

• 専門学校の無償化対象校認定4要件とその情報開示は大学
と同じ水準

• 認定された専門学校は選別された集団に！
• この専門学校集団は、学校教育法1条校でないといえるか？
• 足りないのは第三者評価だけ？（「専門学校は教育の質の
保証が制度的に担保されていない」教育再生実行会議第五
次提言）

→では求めるべき制度的な質保証とは？
→学校関係者評価で十分？それとも第三者評価が必要？
→学校関係者評価には、明らかな限界がある
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学校関係者評価委員会における委員側と学校側の役割について

2019.2.15　関口記

＊不十分　＊＊不可

委員の選考＊

委員の育成・研修＊＊

①自己点検・評価報告書

②PDCA の現況（改善状況）　

③教育課程編成委員会報告書

　

意見の整理・コメントを送付＊

テーマに沿った情報・資料　

整備＊　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

説明・回答

　

報告書・議事録案作成、送付

議事録・報告書完成、送付

委員の評価＊

PDCA への反映＊

学  校

テーマ説明・進行＊　

質問・意見

意見の取り纏め＊

報告書・議事録作成の方向指示＊

各委員

各委員

委員長

委員長

委員長

委員長

取組概要と課題を
整理して提供＊

意見・感想＊

委員会のテーマ設定＊　

委員会の案内とともに

送付＊

検討・承認＊、送付

委員会当日

委 員
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自主的な多様な分野別第三者評価の進展へ

• 分野別第三者評価動向
→リハビリ分野養成施設の分野別第三者評価開始
→柔整・あはき分野等の分野別第三者評価も4年後には実施か
→医療分野の第三者評価団体設立の動き

• 職業教育体系整備
→東専各「職業教育分野分類」事業
→文科省「分野別学修成果可視化と国際分野間横断体系化」
事業

→東京規約（高等教育の資格の承認に関するアジア太平洋地域規約）
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第三者評価における
財務評価と情報公開

岡部公認会計士事務所

公認会計士・税理士 岡部 雅人

2019年2月

目次：プログラム内容

2

１．第三者評価の大前提

２．第三者評価報告書の記述様式

３．評価項目（財務運営）

４．財務関係比率（指定様式）

５．評価項目（監査・財務情報の公開）

６．高等教育無償化との関連
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１．第三者評価の大前提

3

自己評価報告書

↓

参照資料と関連付けて、当該評価項目についての

学校法人としての評価（考え方）を記載

↓

＜第三者の評価者＞

学校法人の自己評価の妥当性を参照資料を

検討しながら評価

例えば、「×××という理由で中
長期的な財務基盤は安定してい
ると判断できる」

「×××という理由」は、参照資
料と一致しているか。本当に安定
していると判断できるのか

理由を書いていただかないと
判断できません

参照資料を提出していただか
ないと判断できません

第三者の評価者と
「自己評価報告書」

を通じて
コミュニケーションを

２．第三者評価報告書の記述様式 1/2

5-5 財務運営

○小項目
5-5-1 事業計画等に基づき予算を編成し、適正に執行管理を行い、決算書を作成しているか

5-5-2 学校及び法人運営の中長期的な財務基盤は安定しているか

○評価結果：基準を満たしている。

○評価の理由：

○特長として評価する点：

○更なる向上を期待する点：

○改善を求める点：

学校法人は同内容の評価項
目について、自ら自己評価報
告書に記載

「事業計画」、「学校法人が定
めた指標や目標」との関連で
基準を満たしているかどうか
を評価しています

4
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２．第三者評価報告書の記述様式 2/2

5-6 監査・財務情報の公開

○小項目
5-6-1 私立学校法及び寄附行為に基づき適切に監査を実施しているか

5-6-2 私立学校法に基づく財務情報公開体制を整備し適正に運用しているか

○評価結果：基準を満たしている。

○評価の理由：

○特長として評価する点：

○更なる向上を期待する点：

○改善を求める点：

「私立学校法」「寄附行為」に
抵触していると、基準を満たし
ているとは、言えないですよね

5

３．評価項目（財務運営）1/2

6

小項目（指標） No チェック項目 参照資料（例示）

事業計画等に基
づき予算を編成し、
適正に執行管理を
行い、決算書を作
成しているか

1
教育理念、目的を実現するための財政基盤
若しくは必要な予算を確立しているか

□当該年度の予算方針、
予算書及び過去1年間の当初予算書、補正
予算書

2
教育理念、教育目的、中期計画、事業計画等
と予算の整合性を図っているか

□中期計画、事業計画、予算決議した理事
会議事録

3
予算の編成過程及び決定過程は明確になっ
ているか

□予算編成手順書

4 予算規程、経理規程を整備しているか □予算規程・経理規程

5
予算の執行計画を策定し、計画どおり執行し
ているかチェックを行っているか

□予算執行計画、執行状況の報告審議した
理事会議事録

6
予算超過が見込まれる場合、適切に補正措
置を行っているか

□補正を決議した理事会議事録

で
き
る
だ
け
文
書
化
を

なぜ、「確立している」「図っている」等といえる
のかを具体的にわかりやすく記述してください

具体的な資料を提示していただかないと、
実際の状況を確認できません
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３．評価項目（財務運営）2/2

小項目（指標） No チェック項目 参照資料（例示）

学校及び法人運営
の中長期的な財務
基盤は安定してい
るか

1

主要な財務数値に関する財務分析を行い、
学校及び法人の財務関係比率について自
己評価における指標や目標を定めている
か

□過去３年間の提出用計算書類一式、（資金収支計算
書及び内訳表、人件費内訳表、消費収支計算書及び
内訳表（平成28年度以降の決算は、事業活動収支計
算書）、貸借対照表（固定資産明細表、基本金明細表、
注記も含む）

□過去３年間の財産目録

□過去３年間の法人基本調査票（計算書類の年度と一
致した調査票）

□具体的な指標あるいは目標及び達成度等を分析し
た資料

□過去３年間の財務関係比率（指定様式）

2
学校及び法人の財務関係比率は上記の
指標、目標に照らして十分に達成している
か

評価項目が「計算書類の正確性」ではない
ので、一部誤り等があっても「基準を満たし
ていない」とはせず、第三者評価上は「改善
を求める点」として記載しています

独自の指標でなくても、「事業団の平均値を
プラスの方向で上回ることを目標」「負債比
率を×年間で××ポイント低下させる」等で
もかまわないので、まず目標を！

具体的な指標あるいは目標を説明した上
で、その指標や目標がどの程度達成でき
たのかを分析･説明してください。達成で
きていない場合は今後どのように改善し
達成していくのかを記述してください7

４．財務関係比率（指定様式）1/2

比    率 計算式

人件費

経常収入

人件費

学生生徒等納付金

教育研究経費

経常収入

事業活動支出

事業活動収入

基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入

事業活動支出

事業活動収入－基本金組入額

学生生徒等納付金

経常収入

経常収支差額

経常収入

教育活動収支差額

教育活動収入計

2 人件費依存率

1 人件費比率

5 事業活動収支差額比率

4 事業活動収支比率

8

9 教育活動収支差額比率

3 教育研究経費比率

7 学生生徒等納付金比率

6 基本金組入後収支比率

経常収支差額比率

事業活動収支計算書関係比率（法人全体のもの、学校単独）

過去3年間の「財務関係比率
（指定様式）」を提出

＜指定様式での記載上の留
意事項＞

① 「学校法人会計基準」に基
づく事業活動収支計算書を用
いて、表に示された計算式に
より、比率を記載すること。

なお、法人として当該学校
のみ運営している場合は、法
人全体のみを作成し、学校単
独には記載しないこと。

8
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４．財務関係比率（指定様式）2/2

＜指定様式での記載上留意
事項＞

平成28年度からの「学校法人
会計基準」に基づく貸借対照
表を用いて、表に示された計
算式により、比率を記載する
こと。

＜論点＞

経常費補助のない専門学校
法人において、大学法人のよ
うに財務関係比率をそのまま
評価に用いることができるか

学校法人が自ら設定した指標
や目標に対する達成度を評価
対象としている

比    率 計算式

自 己 資 金
総  資  金

消 費 収 支 差 額
総  資  金
流 動 資 産
流 動 負 債
総　負　債

総  資  産
総  負  債
自 己 資 金
現 金 預 金
前  受  金

退職給与引当特定預金（資産）

退職給与引当金

基  本  金
基本金要組入額

7

8 基本金比率

5 負債比率

6

4 総負債比率

前受金保有率

退職給与引当

預金率

2

3

消費収支差額

構成比率

自己資金構成比率

流動比率

1

9

５．評価項目（監査・財務情報の公開）1/2

小項目（指標） No チェック項目 参照資料（例示）

私立学校法及び
寄附行為に基づ
き適切に監査を
実施しているか

1

学校法人の業務及び財産状
況を適切に監査した監査報告
書を作成し理事会等に報告し
ているか

□監事監査報告書

2
監事の監査に加えて、公認会
計士又は監査法人による外
部監査を実施しているか

□会計監査人監査報告書

3
監査時における改善意見に
ついて記録し、適切に対応し
ているか

□監査指摘事項及びその
回答書（財務改善計画書）

指摘事項がなければ「な
し」と文書化を、指摘があ
る場合はその後の改善結
果も文書で記録を

専門学校法人の場合は、
公認会計士等の監査は義
務ではないので「加点項
目」と考えています

監事監査は「業務の監査」
と「財産の状況の監査」の
両方です。監事監査報告
書にはその旨の記載が必
要です

10
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５．評価項目（監査・財務情報の公開）2/2

小項目（指標） No チェック項目 参照資料（例示）

私立学校法に基づ
く財務情報公開体
制を整備し適正に
運用しているか

4
財務公開規程を整備し、適切に運
用しているか

□財務公開規程

5
公開が義務づけられている財産目
録、貸借対照表、収支計算書及び
事業報告書を作成しているか

□公開する財務帳票、
事業報告書

6 財務公開の実績を記録しているか □財務公開実績

7
公開方法についてホームページに
掲載するなど積極的な公開に取組
んでいるか

□法人ホームページ、
学校ホームページ

規程を整備し文書化を

「実績を記録」の範囲が必ず
しも明確ではありませんが、
例えば「○年○月○日、20**
年度財務情報をホームペー
ジに公開」等、文書化を

11

ホームページのコピーを提出
していただいていますが、実
際に確認もします

公開用を作成している場合と、
計算書類等をそのまま公開
しているケースといろいろあ
るかと思います

６．高等教育無償化との関連

12

2020年4月開始の高等教育の無償化

【支援対象となる学校種】大学・短期大学・高等専門学校・専門学校

一定の要件を求める

１．実務経験のある教員による授業科目が標準単位数（４年制大学の場合、１２４単位）の１
割以上、配置されていること。

２．法人の「理事」に産業界等の外部人材を複数任命していること。

３．授業計画（シラバス）の作成、GPAなどの成績評価の客観的指標の設定、卒業の認
定に関する方針の策定などにより、厳格かつ適正な成績管理を実施・公表しているこ
と。

４．法令に則り、貸借対照表、損益計算書その他の財務諸表等の情報や、定員充足
状況や進学・就職の状況など教育活動に係る情報を開示していること。
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